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１. 日本国土調査測量協会のご紹介

■協会の概要

♦沿 革 昭和29年 8月11日 任意法人設立（会員35社）

昭和35年 7月11日 社団法人に移行（会員42社）

平成25年 4月 1日 一般社団法人に移行

令和6年（2024年） 創立70周年

♦目 的 当協会は、国土調査事業の普及活動の実施並びに会員の測量技術の向上を図り、

もって国及び地方公共団体等の行う国土調査事業の推進に資することとしています

♦事 業 ・国土調査事業の普及活動

・国土調査に関する調査及び研究

・国土調査に関する技術向上のための講習会の実施並びに図書刊行物の発行

・国土調査事業に関する業務の委託

・その他目的を達成するために必要な事業

♦会員数 全国9地区377社（令和6年4月現在）

北海道地区（22）東北地区（21）関東地区（92）北陸地区（28）

東海地区（47）近畿地区（53）中国地区（23）四国地区（16）九州地区（75）
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■組織

• 愛知
• 岐阜
• 三重
• 静岡

１. 日本国土調査測量協会のご紹介



◼ 地籍調査とは
• 国土調査法に基づいた「国土調査」の

一環として実施される調査。

– 土地の一筆ごとに、所有者、地番、地
目を調査、境界及び地積を測量し、地
図（地籍図）と簿冊（地籍簿）にとり
まとめる調査。

– 市区町村や土地改良区等が行う「地籍
調査」と、地籍調査の基礎として国が
行う「都市部官民境界基本調査」及び
「山村境界基本調査」がある

• 市町村が行う「地籍調査」の経費

– 1/2を国が補助、残りの経費の1/2(全
体の1/4)は都道府県が補助

– さらに市町村や都道府県が負担する経
費の80％は特別交付税措置の対象、実
質的な市町村の負担は5％
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２. 地籍調査の概要

国土交通省「地籍調査Webサイト」より
http://www.chiseki.go.jp/

国土調査法

国土調査

土地分類
調査

水調査地籍調査

効率的手法導入促進基本調査

国が実施

市区町村や土地改良区が実施

令和２年度からは上記境界基本調査の名称は、
効率的手法導入推進基本調査に変更となりました。

地籍基本
調査



◼ 地籍調査が未実施だと

– 現地と登記所地図（公図）が合わない

– 登記簿の面積（地積）と実測面積と異なる

– 土地（筆）の境界（筆界）を確認（復元）で
きないなどの問題が発生しやすい。

◼ 未実施だと様々な支障がでる。

– 土地の境界が不明確なため、土地取引が円滑
に出来ない場合がある

– 公共事業や街づくりなど都市再生への支障と
なる

– 災害復旧の遅れ

– 公共用地（道路や公共施設等）の管理の支障
となるなど。

– 適切な森林管理等への支障となる
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２. 地籍調査の概要

国土交通省「地籍調査Webサイト」より
http://www.chiseki.go.jp/

また、地籍調査がなかなか進まない要因の一つに、認証遅延や
筆界未定地の問題、土地所有者の高齢化などの管理不全土地問題
等があります、それらの一部が、所有者不明土地問題に起因して
いることも否めないと考えられています。

更に！



我が国における土地に関する調査の歴史

701年 班田収授法
（大宝律令の制定） 1582年 太閤検地

1873年 地租改正

• 人民の戸籍・計帳を作成
• 土地の国有化（口分田）
• 口分田として人民に分与 • 全国規模で行われた日本

で最初の土地調査
• 農民の田畑の一筆を測定
• 面積、等級、収穫見込み、

耕作者を確定

• 明治政府が地券を発行し、
土地の所有者を確定

• 納税義務を課し、課税を
物納から金納に移行

• 縄や竿による簡易測量
• 約8年で全国の図面を整備

7

太閤検地帳（松山市HP）
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国土交通省「地籍調査Webサイト」より
http://www.chiseki.go.jp/



◼ 地籍調査の実施によるメリット。
– 災害の復旧

• 万一の災害の場合にも境界を正確に復元するこ
とができ、復旧活動に迅速にとりかかることが
可能です。

– 土地取引の円滑化
• 地籍が明確化されることで、土地取引や開発事

業の用地取得が円滑となり、土地の流動化や有
効利用を推進するための基礎ができます。

– トラブルの未然防止
• 一筆ごとの土地の境界が土地所有者等の立会い

で確認され、数値データとして記録・保存され
るため、将来の境界紛争が未然に防止されます。

• 土地取引や相続が円滑にできるようになり、個
人資産の保全及び地域の安心につながります。
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２. 地籍調査の概要

国土交通省「地籍調査Webサイト」より
http://www.chiseki.go.jp/

地元説明会等で、地元地権者・関係者の方々に説明する内容と
同じです。

境界



◼ 地籍調査の実施によるメリット
– 課税の適正化

• 土地一筆ごとの正確な地目や面積が把握される
ため、課税の適正化・公平化を図ることができ
ます。

• 成果を数値的に管理することにより、課税事務
に必要な土地異動情報を正確かつ効率的に把握
できるようになります。

– 公共事業の円滑化
• 計画当初から取得すべき土地の正確な境界や面

積を知ることができ、適切な計画立案が可能と
なります。

• 既に土地所有者等で確認された境界を復元する
ことで、円滑な用地取得とこれによる各種事業
の円滑な推進に寄与します。
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２. 地籍調査の概要

国土交通省「地籍調査Webサイト」より
http://www.chiseki.go.jp/

以前、地籍調査の現場で、地元の地権者の方から「地籍調査は税金
を沢山とるためにやるんやろ」、「まるで平成検地やな」などと太閤
検地に準えて揶揄されたこともありました。

その時、「この調査は課税を平等に公平するための調査でもありま
す」と説明したことを憶えています。



事業計画・準備

地元説明会

一筆地調査

地籍測量

閲覧

認証・登記所送付

◼ 地籍調査の作業手順
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２. 地籍調査の概要

境界の確認 国土交通省「地籍調査Webサイト」より
http://www.chiseki.go.jp/

次に、地籍調査の作業工程（手順）です、事業計画・準
備から始まり、調査結果を登記所に送り、登記がなされて
事業が完了いたします。

この作業工程のうち、赤破線で囲ってある、一筆地調査
の工程、境界（筆界）の確認・確定作業が、所有者不明土
地問題にも関連する、所有者の探索を行う工程として重要
な作業工程になります。



◼ 地籍調査の作業工程
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２. 地籍調査の概要

工程大分類 工 程 名 称 備 考

Ａ工程 地籍調査事業計画・事業手続 地籍調査事業実施主体における工程

Ｂ工程 地籍調査事業準備 同上

Ｃ工程 地籍図根三角測量 基本三角点等を基礎としての測量作業

Ｄ工程 地籍図根多角測量 地籍図根三角点等を基礎としての測量作業

Ｅ工程 一筆地調査 地籍図・地籍簿作成の基礎となる作業です。

ＦⅠ工程 細部図根測量 地籍図根多角点等を基礎としての測量作業

ＦⅡ工程 一筆地測量 地籍図原図を作成する作業

Ｇ工程 地積測定 毎筆の土地の面積を計算する作業

Ｈ工程 地籍図及び地籍簿の作成 閲覧、誤り等訂正、数値情報化、認証申請

地籍調査のＡ～Ｈ工程のうち、Ｅ工程が所有
者の探索など所有者不明土地問題等にも関連す
る工程が、一筆地調査工程です。



◼ 地籍調査の作業工程（Ｅ工程～Ｈ工程）は一つの地区を概ね5年間かけて行います

１年目 ・法務局の地図（公図）、登記記録、地積測量図等を収集・整理

・土地の所有者等の調査及び法定相続人を調査（追跡）を行う。

２年目 ・調査に先立ち地元説明会を実施し、一筆地調査を行う

・土地所有者等の立会のもと、個々の土地の境界を確認してもらう

・立会終了後に一筆地測量（観測）作業を行う。

３年目 ・地籍測量（地籍図・地籍簿の作成）

・測量結果に基づき、面積計算と図面作製を行い地籍図・地籍簿に取り纏め

ます。

４年目 ・成果の閲覧・誤り訂正申し出

・測量した結果（地籍図・地籍簿）を確認（閲覧）してもらう

・測量した結果について、誤りや疑問がある場合は土地所有者等は申し出る。

５年目 ・成果の認証、登記所送付

・地籍調査成果を県知事の認証及び国土交通大臣の承認を受けます。

・地籍図、地籍簿の写しを登記所へ送付します。

・法務局に不動産登記法第14条第1項地図（新しい地図）が備え付けられます。
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２. 地籍調査の概要

Ｅ工程：土地所有者の探索や、筆界の確定に関わる工程、この１年目、２年目の調査が大変重要。



◼ なかなか進まない地籍調査
• 調査対象区域における進捗率（令和5年度末）

– 全国平均で53％
– 中部地方は20%未満と特に進捗率が低い
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3. 地籍調査の進捗

国土交通省「地籍調査Webサイト」より
http://www.chiseki.go.jp/

東海４県の平均は約17%

このグラフに示されて
いるとおり、現時点で東
海地区の進捗率が全国的
にみても低レベルである
のがわかります。



◼ なぜ地籍調査が進まないのか

• 筆界未定を回避するため土地所有者等の探索や筆界の確認に時間を要
しているのが現状です。

– 都市部では土地所有者等の権利意識が高い
– 都市部の土地は細分化され土地の権利関係が複雑
– 地籍調査において「筆界未定」となると影響が大きい

（土地取引の支障など）

• 各種調査や資料等が十分活用されていない？

– 「効率的手法導入促進基本調査」の調査・測量成果の活用
– 民間の測量成果を地籍調査の成果として取り扱う制度

（国土調査法第19 条 5 項指定制度）の活用
– 個々の土地取引における登記申請の添付書類（地積測量図など）の活用

• 山村部での調査の困難さ

– 調査対象面積が大きい
– 土地所有者等の高齢化や不在村化がある

2025/07/11 （一社）日本国土調査測量協会 東海地区事業委員会 14

地籍調査の進捗について

国土交通省
国土調査のあり方に関する検討小委員会 報告書
（令和元年６月２８日）より

これらの影響もあり、境界確
認が困難となっています。

地籍調査での活用
は限定的となってい
るのが現状です。

境界の確認が困難、調査実施の支障となる

その為、測量手法の効率化が急務と言われ始めました



所有者不明土地法

土地基本法等の一部を改正する法律
（令和2年3月31日）

第7次国土調査事業十箇年計画

国土調査促進特別措置法

国土調査法（改正）

土地基本法（改正）

地籍調査事業

土地基本方針（新設）

土地に関連する
法律・制度（改正）

民
法

不
動
産
登
記
法

・・・

整
合

国
土
調
査
の
あ
り
方
に
関
す
る

検
討
小
委
員
会
報
告

新たな「土地基本方針」について
（令和2年5月）⇒（令和6年6月）

土地基本法等の一部を改正する法律

（一社）日本国土調査測量協会 東海地区事業委員会 152025/07/11

土地政策の基本的な方向性を示す
土地政策の総合的な推進を図る！

法整備が急務！

今後の施策を具体的に示す！

土地基本方針に
基づき改正！

4. 土地基本法等の一部改正、地籍調査の円滑化・迅速化（概要）
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土地基本法等の一部を改正する法律
背景・必要性

○ 人口減少、土地利用ニーズの低下 → 所有者不明土地や管理不全の土地が増加

○ 所有者不明土地等の増加 → 生活環境の悪化の原因やインフラ整備や防災上の重

大な支障となる。

○ 人口減少社会に対応して → 土地政策を再構築する、地籍調査の円滑化。迅速化へ。

法案の概要について

（１）「土地基本法の改正」：土地の適正な利用・管理の確保

１）土地の適正な利用・管理のための「土地基本方針」を創設されました。

・土地に関する計画制度に「管理」の観点を追加

・土地の需要喚起と取引のマッチング、有効利用の誘導 など

２）所有者不明土地・管理不全土地の発生抑制・解消を目指す。

・地籍調査の円滑化・迅速化、不動産情報の充実・最新化等を図る取組みを加速

（２）「国土調査法等の改正」：地籍調査の円滑化・迅速化

１）新たな国土調査十箇年計画の策定

２）現地調査等の調査手続きの見直し

３）地域特性に応じた効率的調査手法の導入です。

4. 土地基本法等の一部改正、地籍調査の円滑化・迅速化（概要）

令和２年５月２６日閣議決定
令和３年５月２８日変更
令和６年６月１１日変更

第７次国土調査十箇年計画！
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地籍調査の円滑化・迅速化（国土調査法等の改正）

地籍調査について、円滑かつ迅速な実施を図るための措置を講じるとともに、

効率的手法の盛込んだ、第7次国土調査事業十箇年計画を策定する。

（１）現地調査等の手続きの見直し

現行の課題： 立会を求める所有者の所在が不明な場合は、調査が困難

１）土地所有者の探索をし易くする。

２）探索しても所有者の所在が不明な場合でも

→ 筆界案の公告等により調査を進め地籍図を作成することができるようになります。

（２）都市部では、の地籍調査の迅速化

道路等と民地との境界（官民境界）を先行

して調査し、国土調査法の認証を得る。

（３）山村部では、の地籍調査の迅速化

リモートセンシングデータを活用した新手

法の導入です。 現地での立会や測量作業を

効率化。

4. 土地基本法等の一部改正、地籍調査の円滑化・迅速化（概要）

地籍調査WEBサイトより

国土調査促進特別措置法



1980(S55)法第19条第5項の指定
1983(S58)図解法から数値法へ

地籍調査の開始 1957(S32)地籍の明確化(登記簿への反映)

1990(H02) 第4次十箇年計画

1951(S26) 国土調査法制定

1962(S37) 第1次十箇年計画

1970(S45) 第2次十箇年計画

1988(S55) 第3次十箇年計画

2000(H12) 第5次十箇年計画

2010(H22) 第6次十箇年計画

2011(H23)山村境界基本調査
2016(H28)地籍調査2項委託・被災地域境界基本調査

1990(H02)都市再生地籍調査事業(概況調査･予備調査)

1962(S37) 国土調査促進特別措置法(10か年計画） 地籍調査の計画的な実施と施策(任意法から特定計画方式へ)

2020(R02) 第7次十箇年計画

1989(H元年) 土地基本法制定

1995(H07)阪神･淡路大震災

2011(H23)東日本大震災 災害多発･所有者不明土地問題

2020(R02) 土地基本法の一部改正

2020(R02)効率的な調査手法(街区境界調査､リモセン法)

2000(H12)一筆地調査の外注
2002(H14)都市再生地籍調査事業
2003(H15)都市再生街区基本調査
2006(H18)一筆地調査の外注拡大
2008(H20)公共事業連携地籍調査事業・山村部地籍調査促進事業

土
地
政
策
の

変
化

バブル景気

バブル崩壊

土
地
政
策
の

あ
ら
た
な
変
化

測量の手法・精度としての
大きな転換期に！

2019(R01) 所有者不明土地の利用の円滑化等に関
する特別措置法

2021(R03) 航測法による地籍調査・街区境界調査

2024(R06)能登半島地震災害

2019(R01)所有者不明土地の公共的目的の利用を可能とする新制度

2022(R04)航測法を用いた地籍調査の手引、同ポイント
2024(R06)街区境界調査の手引

2024(R06) 地籍調査の円滑化・迅速化
（土地境界のみなし確認制度が適用）

2023(R05) 地籍調査事業工程管理及び検査規程細則の一部改正
2024(R06) 地籍調査作業規程準則の一部を改正

（通知に無反応な所有者、航測法の適用区域の拡大ほか）

国土調査事業十箇年計画と施策の変遷



土地所有者の探索及び現地調査時（現地立会）について（これまでの取組）

（１）土地所有者の探索について、これまでの課題

土地所有者の存在や所在が不明の場合、追跡調査に多くの時間と手間がかかっている

見直し（令和２年６月～） 情報にアクセスしやすい環境整備です。

国土調査法 第３１条の２

・「所有者等関係情報」：固定資産課税台帳、農地台帳、林地台帳 内部での利用が可能。

国土調査法 第３2条の３

・登記簿の付属書類及び筆界特定手続記録等の閲覧請求の特例について

１）令和６年６月３日（国不籍第２３３号）（通知）

地籍調査における介護保険事務に利用する目的で保有する所有者等関係情報の内部利用等について

・市町村の福祉部局が介護保険に関する事務に関して知り得た所有者等関係情報を追加

2025/07/11 （一社）日本国土調査測量協会 東海地区事業委員会 19

5. 現地調査等の手続の見直し等（概要）

従来（法改正前）

➢登記簿のみでは所有者等の所在
が不明な場合、所有者の探索に
つながる情報が限られていた

法改正後

➢地籍調査の実施に必要な限度で、所
有者等関係情報を目的外利用するこ
とが可能に（国土調査法第31条の
二）。

➢これにより、地方税法又は地方公務
員法の守秘義務に抵触することなく
固定資産課税台帳等の利用が可能に

国土交通省地籍調査
資料より引用

固定資産課税台帳等の利用



土地所有者の探索及び現地調査時（現地立会）について（これまでの取組）

（２）土地所有者の所在 探索範囲の明確化について

地籍調査作業規程準則 第２０条第１項又は３項「現地調査等の通知」

通知が届かなかった場合等における所有者等の探索をしますが、 ↓

・探索範囲は、登記簿関連や住民票・戸籍関連、固定資産課税台帳等の資料調査及び親族

その他関係者への照会により行う。

これらの調査をおこなっても ↓ 新たな情報得られなかった場合

・近隣住民や地元精通者等への聞取り、住民票記載の最終住所地への現地訪問等は必要と

しないことなりました。

※ 探索範囲の合理化： 同準則 運用基準 第１０条の２第３項

（３）法務局が行う長期相続登記等未了土地解消作業の成果活用も

「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法 第４０条」 （通知等は未発表）
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5. 現地調査等の手続の見直し等（概要）

探索範囲？



土地所有者の探索及び現地調査時（現地立会）について（これまでの取組）

（４）現地調査時（土地所有者等の現地立会）について、これまでの課題

１）筆界の確認は現地立会を原則としていますが、相当の理由がある場合は筆界案の送付等による

確認が可能とされているが、要件が明確でないため十分に活用されていない。

２）所在が判明した所有者により筆界確認が可能であっても、所在が不明な土地所有者が存在する

と、筆界未定とせざるを得ない。

見直し

図面調査による確認として、所有者が希望すれば立会いに代えて「図面調査」が可能に。

地籍調査作業規程準則 第２３条の２ 「図面等調査の実施」

・図面等を収集又は作成し、土地所有者等に送付。

・集会所その他の施設において、当該図面を土地所有者等に示す方法。
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5. 現地調査等の手続の見直し等（概要）

「図面調査」が筆界未定の減少へ！

図面等調査の導入

➢一筆毎に所有者等の現地立会い
により境界を調査（現地調査）

➢所有者等が遠隔地居住の場合
や現地が急峻である場合は現
地立会いが困難に

現地調査（新設）現地調査（従来）

➢現地以外の場所において図面、写真その
他資料を用いて境界を調査する手続（図
面等調査）を新設

①図面等を送付
して確認

②集会所等で
図面等を確認OR

国土交通省地籍調査資料より引用



土地所有者の探索及び現地調査時（現地立会）について（これまでの取組）

（５）所有者が不明の場合の現地調査について

・他の所有者等により筆界案が作成可能な場合は公告の手続を経て調査を進めることが出来る。

・筆界確定訴訟の確定判決等の「客観的資料」が存在する場合は調査を進めることができる。

「客観的資料」: 原則として、現地復元性を有するもの

（６）土地所有者等への調査では筆界が判明しない場合の措置として

・地方公共団体が法務局に対して筆界特定の申請を行うことができる

（７）法務局（登記官）との連携強化について。

・地籍調査全般において登記所の登記官に対し助言その他の協力を求めることができる。
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5. 現地調査等の手続の見直し等（概要）

筆界案の公告による調査の導入 地方公共団体による筆界特定申請

➢一筆毎に所有者等の現地
立会いにより境界を調査
（現地調査）

➢所有者等を探索しても
その所在が不明で立会い
ができない場合には、調
査が進まず、結果的に
「筆界未定」に

➢所有者等を探索しても所
在不明な場合、筆界案の
公告により、所在不明所
有者の確認を得ずに調査
を進めることが可能に

※筆界案：筆界に関する情報
を総合的に考慮し、当該
筆界の現地における位置と
推定される位置を図面等に
表示したもの

現地調査（新設）現地調査（従来）
➢ 所有者間の合意が得られず、筆界の調査が
困難である場合などに、地籍調査実施主体
（地方公共団体）が所有者の同意を得て筆
界特定を申請することが可能に（不動産登
記法改正）

筆界特定制度の活用の効果

➢地籍調査実施主体が筆界特定制度を活用す
ることで、筆界の調査の円滑化が図られる
とともに、地籍図における筆界未定数が減
少し、地籍の明確化の割合が向上

筆界特定制度パンフレット
（法務省HPより）

国土交通省地籍調査資料より引用

「客観的資料」とは！
原則として現地復元性を

有するもの
（準則第３０条第４項）
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土地の境界を確認する現地調査等の通知に無反応な所有者等がいる場合の手続を以下の

流れで進めることができるようになりました。（準則第３０条 筆界の調査）

① 現地調査等の通知に反応がない所有者等に対して、地籍調査実施者（市町村等）が当該

所有者等へ図面等調査の通知を送付【書留郵便等】

＜＜①の通知が届いているにも関わらず、所有者等が必要な応答をしない場合＞＞

② 地籍調査実施者（市町村等）が筆界（登記により区画された土地境界）に関する情報を

総合的に考慮して筆界案を作成

③ 地籍調査実施者（市町村等）が筆界案を当該所有者等に送付【書留郵便等】

＜＜当該筆界案が到達した日から２０日間に当該所有者等が意見申出をしない場合＞＞

④ 当該所有者等による筆界案の確認があったものとみなします。

地籍調査WEBサイトより引用

土地境界のみなし確認制度（無反応土地所有者への対応）の創設
令和６年６月２８日「地籍調査作業規程準則の一部を改正する省令」により創設



（街区境界調査の導入）

都市部での地籍調査の課題

・地価が高い、土地所有者等の権利意識が強い、土地が細分化され権利関係が複雑、
といった理由から、土地所有者等による境界確認が困難

・一方、再開発やまちづくりは道路に囲まれた街区単位で多くが実施

・災害時には道路等のライフライン復旧が鍵 道路等と民地境界だけでも先に調査したい

【街区境界調査】
都市部において街区を形成する道路と民地との境界（街区境界）
を先行的に調査し、国土調査法上の認証を行った上で公表する

街区境界調査のイメージ

一筆毎に調査（通常の地籍調査） 街区境界を先行的に調査・測量（街区境界調査）

地域を複数地区に分割し、
必要性の高い地区から地籍
調査を実施。

地域全体の街区境界（ ）
を先行して調査。
土地所有者の立会いのもと、
境界を測量する基準点を整備。

民間等が開発のために後続の
測量を実施する際も、公的な
街区境界調査の成果と整合し
た成果が作成される。

１～３年目（ ）
４～６年目（ ）
未実施地域（ ）

成果は、国土調査法上の認証
を行った上で公表。
※法的な位置付けを明確化

地域全体の地籍調査完了まで
多大な時間を要する。

官民境界と民民境界を
一緒に調査・測量していき、
地籍図・地籍簿を作成。

地籍調査に活用する民間等測量成果

国土調査法 【R2.9/29施行】

6. 都市部の地籍調査の迅速化（街区境界調査の導入）
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地籍調査WEBサイトより



6. 山村部の地籍調査の迅速化（リモートセンシング技術の活用）
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国土交通省資料より

令和２年９月に、新たな航空法とし
て準則に位置付けられました！

作成
・航測法を用いた地籍調査の手引き
・航測を用いた地籍調査のポイント

令和４年４月１９日付け
国土交通省不動産・建設経済局地籍整備課企画専門官事務連絡

     

     

R7.3/31 事務連絡（改訂）

令和7年３月31日付け
国土交通省政策統括官付地理空間情報課地籍整備室企画専門官事務連絡

地籍調査WEBサイトより



７. 一筆地調査について（概要）

８. 現地調査における所有者不明土地等の事例

2025/07/11 （一社）日本国土調査測量協会 東海地区事業委員会 26



◼ 一筆地調査とは
ー 毎筆の土地について、その所有者、地番、地目及び境界の調査を行うこと。

・地籍調査の母体

後続して実施される地籍細部測量等の基礎となるもの。

一筆地調査の誤りは、後続の作業工程の誤りを招き、ひいては、地籍調査の成果それ

自体を誤ったものとしてしまう。

・いわゆる「修正主義」⇒ × 「創設主義」に陥って行われてはいけない。

既存の登記簿に基づき現地を調査し、登記簿等と現地との相違を登記簿に反映させる

とともに、誤りがある場合には修正する。

ー 修正主義とは（修正主義を言い換えると…）

・登記所は、地籍調査の結果に基づき、職権.により登記簿を訂正するものであることから、

現行の登記簿上の地籍に関する事項と無関係に地籍調査を行うことが出来ない。

・地籍調査は、登記簿から出発して登記簿に帰着する作業であることから、不動産登記法

に準拠して実施しなければならない。

・修正主義の解釈の誤り

取り分け、昭和２０年代から５０年代前半までの地籍調査では、修正主義の意味を

誤って解釈し、いわゆる創設主義に陥って行われたものがある。すなわち、現況に合わ

せて登記簿等を修正することが修正主義であるとういうように解釈しているものである。
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7. 一筆地調査について（概要）
令和4年度「地籍の匠・担い手講座」
一筆地調査研修テキストより一部引用



◼ 一筆地調査と筆界未定について

ー 一筆地調査における現地立会を行う。

・土地所有者等が立会い、土地の境界を確認

・土地の境界を決めるのは土地所有者自身

・民・民の境界は、土地所有者間で決定

・道路・水路等の境界については、管理者（国、市町村、県）が立会う

ー 現地立会により境界が決まらない場合は・・・

・その境界に関係する土地は「筆界未定地」となる。

・「筆界未定地」になると、土地所有者の権利はそのままだが、分筆や合筆、地積更生

や地目変更ができない

・土地の売買や抵当権の設定の支障となる。

ー 地籍調査後に筆界未定地を解消しようとすると

・測量や登記の手続きが必要となります。

・それらの費用は個人負担となります。
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7. 一筆地調査について（概要）



◼ 一筆地調査の概要について

① 調査資料の作成（地籍調査作業規程準則 第15条～第18条）

– 調査図素図 、登記所地図の写し

– 調査図一覧図（調査図素図の接合関係を明らかにした一覧図）

– 地籍調査票、土地登記事項証明 を作成します。

② 現地調査の通知（地籍調査作業規程準則 第20条）

– 現地調査を実施する区域の土地所有者や利害関係人、それらの者の代理人に、調査
の立会を依頼するため、現地調査の実施区域、実施時期等を明記して通知を行いま
す。（H30 一筆地研修資料より）

③ 追跡調査（再通知）

– 現地調査の通知が、土地所有者の転居先不明との理由で返送された場合など。
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7. 一筆地調査について（概要）

土地所有者：登記記録に記録されている所有権登記名義人
利害関係人：登記記録に記録されている所有権に対して利害関係を有する者

（地上権者、質権者、地役権者 等）
代 理 人：土地所有者又はその他利害関係人の代理人で、かつ、委任を受けている者



④ 現地調査について（地籍調査作業規程準則 第23条）

関係土地所有者等の立会のもと毎筆の土地について、その所有者、地番、地目及び境界

の調査を行い、調査図を作成するとともに、その経緯を地籍調査票に記録します。

（H30国測協一筆地研修資料より）

－ 地目の調査をします。（地籍調査作業規程準則 第29条）

・地目とは、土地の現況及び利用状況により区分する一筆の土地ごとの種類区分名称です。

・土地全体として現況を観察し、主たる用途を基準に公平かつ妥当と認められる地目に判定

します。 種類区分：土地の主たる用途により２３種類に区分します。
準則第２９条 運用基準第１５条 （田、畑、宅地、塩田、鉱泉地、池沼、山林、牧場、原野、墓地、境内地、運河用地、水道用地、

用悪水路、ため池、堤、井溝、保安林、公衆用道路、公園、鉄道用地、学校用地、雑種地）

・地目の認定には、所有者の同意を要せず土地の現況及び利用目的により判断できます。

・将来の課税地目の変更につながるので土地所有者に十分な説明が必要です。
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7. 一筆地調査について（概要）

1) 分割（分筆）があったものとしての調査
2) 合併（合筆）があったものとしての調査
3) 一部合併（合筆）があったものとしての調査
4) 地目の調査
5) 筆界の調査
6) 長狭物の調査
7) 新たに表示の登記をすべき土地を発見した場合の処理
8) 滅失した土地等がある場合の処理
9) 地番の調査

現地調査では、
分・合筆の調査～地目の調査
地番の調査までの、これら九つ
の調査を行い、地籍調査票に
記録します。



－地目の調査について（つづき）

・農地法との関連について （公社 全国国土調査協会「一筆地調査の手引」より引用）

農地法の適用がある土地の現況が、農地以外の用途で利用され、その変更について

農地法上の許可手続きを経ていないものについては、その旨を農業委員会に通知し、

あるいは地目の認定につき、疑義がある場合には同委員会の参考意見をもとめるなど、

事後の不要なトラブルを起こさないように配慮します。

「地籍調査において登記簿上の地目が農地である土地に関する地目認定について」

（昭和56年10月7日付け 国土国第409号国土庁土地局国土調査課長指示）

この場合、農業委員会が行う農地法上の取扱いや処分等に関係なく、地目認定は、

原則的には現地の土地利用状況によって差し支えないが、特に市街化調整区域におけ

る農地に関する地目認定については、農地から調査時の現況に変わった原因及びその

時間的経緯等についても調査し、これを地籍調査票等に明示しておくべきです。

地籍調査票

全部変更 ：平成○○年〇月〇日地目変更

一部変更 ：令和○○年〇月〇日一部地目変更

変更月日不明：昭和○○年以下不詳地目変更

（公社 全国国土調査協会「一筆地調査の手引」より引用）
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7. 一筆地調査について（概要）



④ 現地調査について
－ 筆界の調査（地籍調査作業規程準則 第30条）

筆界の調査とは、相隣接する土地の所有者、その他の利害関係人又はこれらの者の代理人
に立会により、それぞれの土地の位置と範囲を明らかにするために設置した筆界標示杭の
確認と、調査図素図等への記録作業を内容とした調査。（H30 一筆地研修資料より）

「筆界未定地」としての処理について。

・不立会者がいる場合や、筆界に争いがある場合

・現地における土地の位置関係（配列関係）は確認できるが、土地相互間の筆界を確認

できない状態を言います。

「現地確認不能地」の調査。

・登記記録（既登記）がある土地で、登記所地図（公図）にその表示があるにもかかわ

らず、現地において確認することができない土地のことです。

・土地の登記記録はあるが、登記所地図（公図）に表示がなく、現地を確認できない場合

2025/07/11 （一社）日本国土調査測量協会 東海地区事業委員会 32

7. 一筆地調査について（概要）

【筆界】 表題登記のある一筆の土地と、これに隣接する他の土地との間において、
当該一筆の土地が登記された時にその境界を構成るものとされた、二以上
の点及びこれらを結ぶ直線のことです（不動産登記法第１２３条第１号）

【筆界線】登記によって表現される土地のひろがりの限界の線で、観念的なもの

【筆界点】筆界線の交点、屈曲点等です。



④ 現地調査について

－「滅失地・不存在地」の調査について

・「滅失」とは、土地の一部又は全部が崩壊等により陥没して海などの公有水面下に

物理的に消滅することをいいます。

・「不存在」とは、現地には当初から存在しない土地で、錯誤等により二重登記など

誤って登記されている場合や、土地の登記記録はあるが、公図には表示がない土地

などをいいます。

－ 長狭物の調査（地籍調査作業規程準則 第28条）

・「長狭物」とは地籍調査特有の用語、道路、運河、用悪水路、堤防、鉄道線路、

河川等で、図上表現される形態が、狭隘な延長状で表現されていることに由来し

ています。

・長狭物交さ部分の調査

準則２８条は主として長狭物が交さする部分の地目の認定（長狭物交さ部分がい

ずれの長狭物に帰属するのか）上の取扱いを示したものと理解されている。

・一筆地調査をする場合としない場合（同準則運用基準 第１４条）

長狭物を含む全ての土地について、その実態を明らかにすることが原則

地籍調査の促進を図る目的で、一筆地調査をする場合としない場合に分けて処理

する
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7. 一筆地調査について（概要）
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7. 一筆地調査について（概要）

④ 現地調査
– 地籍調査では地目変更と地積更正が可能になります。

• 地目変更（現況地目）
– 土地の現状に応じて地目を変更

• 地積更生（地積錯誤）
– 登記簿の面積を実測した面積へ変更

参考
農地から非農地への地目変更

（認定）については、農業委員
会への照会が必要。

P.31 参照



④ 現地調査について
－ 分割があったものとしての調査について、処理（地籍調査作業規程準則第２４条、第３２条）

分割調査の条件

・土地の一部の地目が異なる場合

・土地の一部について地番区域を異にすることとなっている場合

・土地の管理上分割することが適当であると認められる場合

－ 合併があったものとしての調査について、処理（地籍調査作業規程準則 第25条、第３３条）

合併調査の条件

・合併調査をする土地の所有者及び地目が同一であること

・同一地番区域内において字を同じくして接続していること

・合併調査をする土地の間の筆界が現地で確認できない場合、又は面積が著しく狭小な場合で

あること

・土地所有者の同意が得られた場合で、合併禁止事項に抵触しないこと

－ 合併禁止事項（地籍調査作業規程準則第25条各号） 不動産登記法第４１条（合筆の登記の制限）

・いずれかの土地に所有権の登記以外の権利に関する登記が存する場合

（その登記が先取特権、質権又は抵当権に関するものであって、その登記と登記原因、その日付、

登記の目的及び受付番号が同一である登記のみが他の土地に存する場合を除く）

・いずれかの土地に所有権の登記が無い場合

（いずれもの土地に所有権の登記がない場合を除く）

（公社 全国国土調査協会「一筆地調査の手引」より引用）
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7. 一筆地調査について（概要）



④ 現地調査
– 分割があったものとしての調査（分筆）のイメージ図です。

• 土地の一部について現況地目が異なる場合、土地を分割することが可能
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7. 一筆地調査について（概要）

P.35 参照



④ 現地調査
– 合併があったものとしての調査（合筆）のイメージ図です。

• 同じ地目で筆が続いている場合、複数の土地を一つにすることが可能
• 住所（氏名）の変更が可能（但し、相続登記や所有権の変更はできない）
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7. 一筆地調査について（概要）

P.35 参照



④ 現地調査
– 合併（合筆）が出来ない場合の例です。 （合併禁止事項）
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7. 一筆地調査について（概要）

P.35 参照

参 考
不動産登記規則

第105条2項（合筆の登記の制限の特例）
担保権の登記であって、登記の目的、

申請の受付の年月日及び受付番号並びに
登記原因及びその日付が同一のもの



◼ 事例１ 現地確認不能地（所有者不明土地）

– 土地所有者の調査の結果、昭和９年に絶家となっていたことが判明。

– 相続等の関係人が存在しないため、確認（承認）を得ることができませんで

した。

– 当該土地は神社敷地内にあり所謂境内地として利用されている。

– 法務局と協議のうえ「現地確認不能地」として対応しました。
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調査前（調査素図） 調査後（地籍図）

所有者不明土地

現況写真

8. 現地調査における現地確認不能地等の事例



◼ 事例２ 現地確認不能地（所有者不明土地）
– 登記所の地図には、土地改良区域576-2（用悪水路）が存在する。

– 地図上では、同区域に隣接する599-2の土地（畑、個人所有地）が存在するが、現地

調査において599-2の土地が確認できませんでした。

※ 土地改良区域 閉鎖漏れの可能性大

– 599-2の土地について、所有者に関する住民票や戸籍の附票、課税台帳等を調査する

とともに、近隣住民から聞き取り調査を行ったが、所有者の所在は判明しませんでした。

– 現地の状況から長狭物敷地内（用悪水路）の可能性が高いと考えられるが、所有者不明

土地でもあり、「現地確認不能地」として処理しました。
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調査前（調査素図）

調査後（現況写真）
土地改良区域

土地改良区域外

現地確認不能地等の事例

599-2

576-2



◼ 事例３ 不存在土地（公図に地番の記載無し）

– 土地の登記簿等を調査した結果、743-98の土地は、登記記録は存在するものの、

旧土地台帳付属地図（公図）には記載されていなかった。

– 現地調査（一筆地調査）でも、当該土地を特定することができなかった。

– 当該土地の処理方法について法務局登記官と協議した結果、土地所有者の承認を

得て「不存在地」として処理しました。
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公図に743-98の
記載なし

不存在地等の事例



◼ 事例４ 二重登記？（不存在地処理）
– 二重登記の土地（一筆の土地に対して登記記録（登記簿）が二つ存在する）が４筆

あった。（同一地番二重登記：３筆、他の登記簿（地番）との二重登記：１筆）

– 二重登記の登記簿の記録は、自作農創設特別措置法の時の登記簿であることから、閉鎖

漏れの可能性が高く、同法の規定により政府売渡時の誤りであると思われる。

– 法務局と協議のうえ、土地所有者の承諾を得て、下図４筆（自作農創設法時の土地）に

ついて、所有権移転登記がされていない筆（登記簿）を「不存在地」として処理した。
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不存在地等の事例

１筆に対し登記簿が
２つあり２重登記
となっている。

※ 自作農創設特別措置法
昭和２１年１０月２１日交付
昭和２１年１２月２９日施行
昭和２７年 ７月１５日廃止

自作農創設特別措置法：戦前までの大地主制度を改め、自作農を中心とする民主的な
農村社会の形成を促進するために施行



◼ 事例５ 公図のみに地番が記載（土地が存在しない？）

– 登記所地図（公図）に記載されている779-2番の土地について、登記記録

（登記簿）が存在しなかった。

– 現地調査（一筆地調査）の結果、土地改良事業時における換地処分漏れであった

ことが判明した。

– 現地でも土地の存在は確認されなかったため、法務局との協議の上、地籍調査

業務成果としての地籍図には記載しないこととした。

（土地改良事業区域 閉鎖漏れ 地図訂正処理）
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調査前

756-1

土地改良

土地が存在しない

調査後



◼ 事例６ 筆界（公法上の境界）と所有権界（私法上の境界）の混同

– 土地の境界には、筆界（法務局に登記されている隣地とを区画する境界）と、

所有権界（土地所有者の権利がどこまで及ぶかを示す境界）の２種類があり、

筆界と所有権界が一致しない場合が多い。

– 一筆地調査において、所有者の申述の多くが「所有者界」であることを認

識しつつ調査を実施した。

– 当該土地が含まれる一区画について調査を実施し、土地改良成果（座標）

や登記所地図（法１４条地図）との整合性を確認した。

– 筆界点が移動している可能性等の様々な要因を考慮し、当該土地を含む一

区画の筆界点の位置確認を行った。
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筆界と所有者界について

イメージ図



◼ 事例７ 表題部所有者不明土地（国調現地確認不能）
– 登記簿の表題部の所有者欄が氏名のみで住所の記載が無い表題部所有者不明土地であっ

た。

– 相続等の関係人が存在しないため、確認（承認）を得ることが困難であった。

– 当該土地は地図混乱地域で調査の結果、公図と現況が大きく相違していた。

– 土地の位置を特定することが困難であったため、法務局と協議のうえ「現地確認不能地」

として対応した。

– 地目についても確認が出来ないため「旧墓地」のまま登記。

現地確認不能地（所有者不明土地等）の事例

調査後（地籍図）

調査後（登記簿）

表題部所有者不明土地

国調現地確認不能

表題部所有者不明土地
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調査前（調査素図）



事例８ 表題部所有者不明土地（代位登記）※ 合併があったものとしての調査の場合

– 該当土地（531-2）は表題部所有者不明土地であったが、隣接する土地所有者からの聞き取り

により相続人（549-2の土地所有者A氏）が判明。

– 公共事業による用地買収が予定されていたため、自治体にて代位登記によるA氏の所有権保存

登記を行った。「代位原因 国土調査法第３２条の2第１項」

代位登記：例外的に第三者が登記権利者に代わり、自己の名において登記申請を行うこと。

– その後、所有権保存登記後に合併があったものとしての調査を実施し、531-2を549-2へ合併。

地籍調査作業規程準則第２７条（代位登記の申請）

表題部所有者不明土地の事例

調査後（地籍図） 調査後（531-2の登記簿）調査前（調査素図）

表題部所有者不明土地
531-2
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549-2

※ 参考 住所（本店所在地）・氏名（商号）の変更
又は更生の登記は、地籍簿に変更・更生内
容を記載することで足りる。



◼ 事例９ 相続人不存在（相続財産清算人の選任）
– 土地所有者の調査の結果、土地所有者（A氏）は亡くなっており相続人の調査を行った

ところ相続人が不存在であることが判明。

– 相続人が不存在であるため、筆界の確認（承認）を得ることが困難であったことから

筆界未定にせざるを得ない状況であった。

– 課税保留、空き家等の問題があったことから、自治体より家庭裁判所に相続財産清算

人の選任の申立てを行い、財産清算人が選任された。

– 財産清算人により、（亡）A氏の「亡相続財産」の登記され（順位番号２番付記１号）、

その後、売買によるB社への所有権移転登記（順位番号３番）が行われたため、筆界

未定を解消する事ができた。

相続人不存在土地

相続人不存在の事例
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A氏

B社



参考1. 測量の基礎知識（測量の基準）

参考2. 地籍調査関係通達等（令和5年度～令和６年度）
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この法律は、国若しくは公共団体が費用の全部若しくは一部を負担し、若しくは補助して実施する土地の

測量又はこれらの測量の結果を利用する土地の測量について、その実施の基準及び実施に必要な機能を定め、

測量の重複を除き、並びに測量の正確さを確保するとともに、測量業を営む者の登録の実施、業務の規制等

により、測量業の適正な運営とその健全な発達を図り、もって各種測量の調整及び測量精度の改善発達に資

することを目的とする。

1. 測量の基礎知識 測量法と公共測量について

第１条 目的

第３条 測量

この法律において「測量」とは、土地の測量をいい、地図の調整及び測量用写真の撮影を含むものとする。

測量の定義：地上あるいは空間の諸点の相対的な位置関係地表の形状を空間地理情報として取得する

49

第４条 基本測量

すべての測量の基礎となる測量で、国土地理院が行うものをいう。
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第５条 公共測量 社会資本整備の基礎となる「公共測量」

・測量に要する費用の全部又は一部を国又は公共団体が負担し、若しくは補助して行う国や公共団体が実施

する測量

・基本測量又は前号の測量の測量成果を使用して実施する測量で国土交通大臣が指定する事業 。

第６条 基本測量及び公共測量以外の測量

基本測量又は公共測量の測量成果を使用して実施する基本測量及び公共測量以外の測量。

（建物に関する測量その他の局地的測量又は小縮尺図の調整その他の高度の精度を必要としない測量）
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測量法と関連法（国土調査法・不動産登記法）について（目的と測量の基準）

測量法第２条（他の法律との関係）
土地の測量は他の法律に特別の定がある場合を除いて,この法律の定めるところによる。

国土調査法 第１条（目的）
この法律は,国土の開発及び保全並びにその利用の高度化に資するとともに,あわせて地籍

の明確化を図るため,国土の実態を科学的且つ総合的に調査することを目的とする。

同 法 第３４条（測量法との関係）
国土調査を行うために実施する測量については,この章に特別の定がある場合を除く外,測

量法の適用があるものとする。

不動産登記法第1条（目的）
この法律は,不動産の表示及び不動産に関する権利を公示するための登記に関する制度につ

いて定めることにより,国民の権利の保全を図り,もって取引の安全と円滑に資することを目
的とする。

法務局不動産登記法第14条地図作成作業規程（基準点測量を除く）
1-3 測量法との関連

法第14条地図作成作業は,測量成果及び測量標の有効活用を考えた場合,測量法に準拠する
ことが望ましいことから本規程が抜本的に改正された。



測量の基準（基本測量及び公共測量） 日本経緯度原点・水準原点（国土地理院）

測量法 第十一条（測量の基準）

１．位置

２．距離及び面積

地理学的経緯度及び平均海面からの高さで表示する。ただし、場合により下記のとおり
表示することができる。
・直角座標及び平均海面からの高さ
・極座標及び平均海面からの高さ
・地心直交座標→平成１３年の測量法改正、平成１４年からITRF 94 系地心直交

座標系が使用できるようになった。

地心直交座標系における日本経緯度原点の座標値
X軸：―3,959,340.203メートル
Y軸： 3,352,854.274メートル
Z軸： 3,697,471.413メートル

下記に規定する回転楕円体の表面上の値で表示、「GRS80楕円体」を採用
一、その長半径及び扁平率が、地理学的経緯度の測定に関する国際的な決定に基づき

政令で定める値であること。
二、その中心が、地球の重心と一致するものであること
三、その短軸が、地球の自転軸と一致するものであること
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測量の基準（基本測量及び公共測量） 日本経緯度原点・水準原点（国土地理院）

３．測量の原点

日本経緯度原点及び日本水準原点とする

４．原点の地点及び原点数値は政令で定める
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原点数値 ⇒ 測量法施行令第二条で規定

日本経緯度原点 日本水準原点

東京都港区麻布台 東京都千代田区永田町

平成２３年３月東日本大震災により、日本経緯度原点の位置が変動したことから、

変動後の経緯度の測量を実施。（平成２３年６月）
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改正後の新しい原点数値について

平成２３年（２０１１年）東日本大震災に伴い、地震前に整備した測量成果の座標
（経緯度）及び標高が現状と合わなくなりました
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電子基準点成果改定の流れ

【震災時、岐阜県における座標（水平位置）変動量】

０．２０ｍ

０．１０ｍ

０．００ｍ

０．０５ｍ

※注意 地震前に整備した公共測量
の成果は、地震後の現状と合
わせるため震災後座標に変換
を行う必要が有ります。



日本測地系から世界測地系への移行

「世界測地系とは、世界共通となる測地基準系のことをいいます」
地球を扁平な回転楕円体であると想定、地理学的経緯度の測定に関する測量の基準をいう
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「改正測量法の施行日まで使用されていた日本の測地基準系の固有名詞」
明治時代、ベッセル楕円体を採用し、天文観測により決定された経緯度原点の値と原方位角を基準

として構築されました。

「世界測地系に基づく日本の測地基準点（電子基準点、三角点等）成果」
従来の日本測地系に基づく測地基準点成果と区別するための呼称です。（次項参照）

GRS８０楕円体：地球を近似する回転楕円体であり、座標系については明確に決めら
れていない。

ITRF系 ： GRS８０楕円体と整合するよう３次元直交座標系をいい、地球の重心に原点を
（94,2008） 置き、空間上の位置をＸ、Ｙ、Ｚの数字の組合せで表現します。
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Ｑ1： 世界測地系とは

Ｑ2： 日本測地系とは

Ｑ3： 測地成果2000とは

Ｑ5： GRS80楕円体とITRF系（国際地球基準座標系）

Ｑ4： 測地成果2011とは

平成２３年（2011年）東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）に伴い、大きな地殻変動が観測さ
れ、日本経緯度原点の経度と原点方位角及び、日本水準原点の標高を改正（前項参照）



測地成果２０００ （国土地理院）

平成13年12月28日公布 世界標準「測地成果２０００」に移行し現在に至る

世界測地系に基づく日本の測地基準点（電子基準点・三角点）成果

・測地成果２０００での経度・緯度
世界測地系であるITRF94（国際基準座標系）と
ＧＲＳ８０（測地基準系１９８０）の楕円体を基準にしている。

・標 高
東京湾平均海面を基準にしている。

国土地理院ＨＰより
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地理学的経緯度及び平均海面からの高さ

回転楕円体 経度、緯度 東京湾平均海面（基準標高０ｍ）と標高

平成13年の測量法改正時に、経緯度値を最
新の宇宙技術から求めた世界測地系準拠の数値
に置き換えられた。

震災後は経度を変更、緯度はそのまま

明治２４年に日本水準原点を設置
標高値 ２４．５０００ｍ

大正１２年の関東大震災発生後、地震に
よる水準原点の変動量を求め、この結果から
昭和３年、日本水準原点の標高値を改定。

東京湾平均海面を基準にした。

標高値 ２４．４１４０ｍ

標高値 ２４．３９００ｍ（震災後）

標高０ｍ
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国土地理院 ＨＰより



日本測地系と準拠楕円体（フレーム）

国土地理院ＨＰより

基準点成果の改定

582025/07/11 （一社）日本国土調査測量協会 東海地区事業委員会



参考（測量の歴史） 基準点測量（三角測量）

１．三角測量の方法

２．日本の三角測量

三角法と三角関数の理論を応用したのが三角測量

民部官庶務司戸籍地図掛を設置 ・・・ 1869年（明治２年）
三角測量の基礎の始まり 明治維新後・・・ 1871年（明治４年）
関八州大三角測量の着手（内務省） ・・・ 1875年（明治8年）
陸軍参謀本部（測量局）全国測量の基本計画

・・・ 1878年（明治11年）
一等三角測量の本格的開始 ・・・ 1882年（明治15年）
一等三角測量の終了 ・・・ 1915年（大正４年）
三等三角測量の終了 ・・・ 1920年（大正９年）

※ 約45年間で約４万点の基準点（三角点）を設置。

新田次郎原作 映画「剣岳点の記」(2008)はこの頃。
出演：浅野忠信 宮崎あおい 役所広司 中村トオル 香川照之 ほか

あらすじ
明治39年、参謀本部陸地測量部の測量手柴崎芳太郎は、五万分の一地形図

作成のために三等三角点網を完成すべく、北アルプス剱岳への登頂と三角点
埋設の至上命令を受ける。当時の剱岳は前人未踏の信仰の山であった。
ほぼ同時期には日本山岳会（当時は山岳会と呼称）が結成され、剱岳初登

頂を虎視眈々とねらっていた。 国土地理院ＨＰより

一等三角点網図
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参考（測量の歴史） 水準測量

１．高さの測定

２．日本の水準測量

・２地点間の高低差（比高）を求める測量、既知点（水準点）より新点の標高を得る。
・古来より高さの測定は水平位置を求めること以上に生活に密着している。

（畑の灌漑、田の水張り～歴史に残る黄河の治水工事、巨大墳墓の建設）

間接水準、水盤、水盛り ・・・ 明治以前
玉川上水の水準測量 ・・・ 1654年

富士山標高の測定 ・・・ 1727年
3895ｍ（当時の結果） 3776ｍ（現在）

近代水準測量の実施
東京～塩釜、東京～横浜間 を実施

・・・ 1875年（明治８年）
全国の一等水準測量を企画（陸地測量部）

・・・ 1882年（明治15年）
一等水準測量の開始

・・・ 1883年（明治16年）
全国２万㎞を回りきる

・・・ 1913年（大正２年） 国土地理院ＨＰより

一等水準路線図
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平面直角座標系（１）（平成14年国土交通省告示第9号）

公共測量成果は平面直角座標系により全国を１９系で表している。

☆ 国土調査法施行令では、全１７系で表示されている。

愛知県・岐阜県
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国土地理院ＨＰより

６系 三重県

8系 静岡県



Ⅳ Ⅰ

ⅡⅢ （０，０）

Ｘ（北）

Ｙ（東）

＋

＋

―

―

（南）

（西）

平面直角座標系（２）等角投影法（ガウス・クリューゲル）によって表示

１．座標系のＸ軸

原点において子午線に一致する軸真北に向う値を正

座標系のＹ軸

原点において座標系のＸ軸に直交真東に向う値を正

２．座標系のＸ軸上における縮尺係数 ０．９９９９

３．座標系原点の座標値

Ｘ＝ 0.000メートル Ｙ＝ 0.000メートル

国土地理院ＨＰより

平面直角座標系

・座標原点を通る子午線は等長。

・図形は等角の相似形に投影している。

・距離は原点から東西に離れるに従って平面

距離が増大。

・投影距離の誤差→相対的に1/10,000以内に

収まるよう座標原点に縮尺係数（0.9999）

を与え、かつ、座標原点より東西130㎞以内

を適用範囲とした座標系としている。
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地球上の位置（経度・緯度・標高）及びジオイド

日本における地球上の位置（経度・緯度）など、測量の基準として
「ＧＲＳ８０楕円体」を採用している。

実際の地球は、山や谷や海があり、基準
面としては複雑すぎて実用的ではない

地球を形をもっともよく代表する

モデルが → ジオイド

ジオイドに極めて調和的で地球の形に最も近似する楕円帯

回転楕円体（準拠楕円体）・・・「ＧＲＳ８０楕円体」

国土地理院ＨＰより

H  ： 標高
N  ： ジオイド
HE： 楕円体高

東京湾平均海面が「ジオイド」と一致すると考え、標高の基準を０ｍとしており、
標高はその「ジオイド」から測定した高さです。
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・地球上のあらゆる場所に水平面を想定することができる

・重力によるポテンシャルが等しい面・・・「水準面」

※ 国土地理院では、人工衛星の軌道観測から求められた全地球重力モデルを基盤に精密

な重力モデルの構築を行っている。

ジオイド、重力ジオイド・モデルとは
日本の高さの基準に適合した「ジオイド・モデル」を作成

日本の高さの基準に適合し、基本測量等の
基礎データとなるジオイドモデルを構築する
ため、ジオイド測量により日本の高さの基準
に適合するように求めたジオイド高を使用し
て、重力ジオイド・モデルに補正を施し作成
しています。

国土地理院ＨＰより
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これまでの
ジオイド・モデル



ジオイド・モデルの改定 ジオイド2000 → 2011 → 2024（R7.4.1）

国土地理院ＨＰより

測地基準系：

世界測地系（日本測地系2011）

「日本のジオイド２０１１」 (Ver.2) 
（平成28年4月1日に公開）

赤線内「日本のジオイド2011」

その他「日本のジオイド2000」

標準偏差：約４㎝

標準偏差：約２㎝

改定
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日本の高さの基準に
適合したジオイド・モ
デルを作成しています

改定

ジオイド2024日本とその周辺

精度は約３㎝に向上

日本のジオイド２０１１

ジオイド２０２４

P.66 参照
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全国の標高成果の改定 ～衛星測位を基盤とする新しい標高へ～

国土地理院 ＨＰよりなぜ、令和７年度から標高成果を変える必要があるのか。

○我が国は地殻変動が激しく、長年の地殻変動で累積した海面と標高との位置関係にズレが
生じている。（時間経過による地殻変動の累積）

○水準測量は距離に応じて誤差が累積する特徴があり、日本水準原点（東京）から離れると
標高の誤差が大きくなる。

○令和元年度から実施した航空重力測量により、水準測量による累積誤差を含まない標高
基準「ジオイド2024日本とその周辺」（ジオイド・モデル）が完成。

○国土地理院が管理する電子基準点などの基準点の標高成果について、令和7年4月1日に
衛星測位を基盤とする最新の値へ改定。 「測地成果2024」に改定

航空重力測量（R1～R5）

重力ジオイドの高精度化

高品質な全国の重力データを取得

↓

時間経過 長年の地殻変動
（累積変動量）等による
ズレを解消する必要があ
る。

※今回の標高成果の改定量とは異なる

改定量には水準測量の誤差や新旧
ジオイドの差を含む。

また、地殻変動が累積する期間や
場所によっても異なる。

2011年～2023年の上下方向の地殻変動量



電子基準点【地殻変動監視及び各種測量の基準】

全国約１,３００ヶ所に設置されたＧＮＳＳ連続観測点（施設）

基礎部には電子基準点付属標（金属標）が埋設してあります

電子基準点付属標

基準点測量

ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ（ＴＳ）等を用いる測量の
基準として利用

水準測量

電子基準点付属標の多くは水準点を既
知点として水準測量を行い二等水準点と
同精度の標高となっていましたが、全国
の水準点の新しい標高は、電子基準点付
属標の標高を固定して算出。

電子基準点成果表 ※ 次項参照

変更
測地成果2011 →「測地成果2024」

全点がジオイドによる算出となるため
標高区分欄に「水準測量による」との記
載を削除

電子基準点の付属標の成果

水準測量（全等級）の既知点として使
用可能

国土地理院ＨＰより
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参考：電子基準点（基準点成果表の記載の変更）

標高体系の移行

水準測量を基盤とする標高体系
衛星測位を基盤とする標高体系

国土地理院ＨＰより

※ 基準点成果表の記載の変更

水平位置（緯度及び経度）の
値は「測地成果2011」から
変更ありません



「令和7年4月14日 事務連絡令和7年4月1日標高成果改定に伴う地籍調査事業における取扱いについて」

（原文） （国土交通省 政策統括官付 地理空間情報課 地籍整備室 企画専門官）

令和7年4月1日に標高成果が「測地成果2024」改訂されましたが、当該改定に伴う、地籍調査事業における

取扱いは、以下のとおりとしますので、管轄の各市町村等の地籍調査担当者へ周知くださいますようお願いいた

します。

１. 令和７年３月３１日以前にC、D、FⅠ、FⅡ-1、FⅡ-2又はG工程のいずれかを実施しており、

認証請求前の地区 原則、標高改定は行わず、最終工程まで実施すること。ただし、以下に留意すること。

なお、国土地理院から公表の標高補正パラメータによる換算を行い、「測地成果2024」による作業

を行うことも可能であるが、その場合は「2. 令和７年４月１日以降に、新たにC工程から作業を実施

する地区」の留意点を踏まえて作業を行うこと。

2. 令和７年４月１日以降に、新たにC工程から作業を実施する地区

原則、標高改定された成果を使用し、作業を実施すること。ただし、以下について留意すること。

3. その他

標高改定への対応については上記１. ２. を原則とし、標高改定の方法や成果表の記載等の上記１. ２. に記載

のない事項についての取扱いは公共測量に準じて実施することとする。

作業の実施にあたっては、国土地理院ホームページ「令和７年度 電子基準点、三角点、水準点等の標高改定

に伴う公共測量成果への対応について」も併せてご確認いただきたい。
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・既知点とする基準点は標高改定前の測量成果（測地成果2011）を使用する。
・ジオイド・モデルを使用する場合は、従来モデル「日本のジオイド2011を使用する。

全国の標高成果の改定 地籍調査事業における取扱いについて（事務連絡）

・既知点とする基準点は標高改定された測量成果を使用する。また、既に設置された地籍図根三角点、地籍図根多角点
を既知点として使用する場合は、標高補正パラメータによる補正を行い、「測地成果2024」の成果とする。

・ジオイド・モデルを使用す場合は、新しいジオイド・モデル「ジオイド2024」日本とその周辺」を使用する。



国土地理院ＨＰより

セミ・ダイナミック補正の導入（地殻変動による歪みの影響）

• 元期（げんき）：測地成果２０１１の基準日を測量成果の元期と呼ぶ。

• 今期（こんき）：元期に対して観測を行った時点を今期と呼ぶ。

セミ・ダイナミック補正のイメージ

元期において高い精度で求められた基準点の座標値は地殻変動のために年々その精度が劣化してい
ると考えられる。

歪み量（㎜）＝ 歪み速度（ppm/year）× 元期からの経過時間（年）× 基線長（㎞）

測量成果（元期の基準点の位置座標）と今期の基準点の位置座標の乖離が進み地殻変動による歪み
が蓄積すると、測量計算に影響を及ぼすと懸念されます。

測量成果を改定せずに、既存の測量成果と観測結果の間に生じる地殻変動の歪みの影響を補正する

ことを目的に導入されるのがセミ・ダイナック補正
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公共基準点 １級～４級基準点測量（公共測量作業規程準則第２２条）

項目
区分 １級基準点測量 ２級基準点測量 ３級基準点測量 ４級基準点測量

既知点の種類

電子基準点

一～四等三角点

１級基準点

電子基準点

一～四等三角点

１～２級基準点

電子基準点

一～四等三角点

１～２級基準点

電子基準点

一～四等三角点

１～３級基準点

既知点間距離（ｍ） ４，０００ ２，０００ １，５００ ５００

新点間距離 （ｍ） １，０００ ５００ ２００ ５０

線状（線的）での測量計画
（Ｓ＝測量延長 ㎞）

Ｓ÷１，０００ Ｓ÷５００－
（1 級基準点）

Ｓ÷２００－
（1,2 級基準点）

Ｓ÷５０－
（1,2,3 級基準点）

区域（面的）での測量計画
（Ａ＝測量区域面積 ha）

Ａ÷８７．０ Ａ÷２２．０－
（1 級基準点）

Ａ÷３．５－
（1,2 級基準点）

Ａ÷０．２－
（1,2,3 級基準点）

－公共測量－ 作業規程の準則 より

・基準点測量：基準点測量、水準測量、復旧測量

基準点測量 基準点・・・水平の位置座標が定められた点

水準測量 水準点・・・基準面からの標高が定められた点



電子

基準点

基本 19条2項 地籍図根点 細部図根点

三角点 19条5項 三角点 多角点 多角法 放射法

一等 二等 三等 四等 一次 一次 二次 一次 二次 一次 二次

72

基準点等

地籍図根三角点等

地籍図根点等

細部多角点等

細部図根点等

（地籍図根点）第四十三条
地籍図根三角測量により決定された点を地籍図根三角点、地籍図根多角測量により決定された点を地籍図根多
角点といい、これらを地籍図根点と総称する。
２ 前項に定めるほか、基準点測量（補助基準点測量を除く。）により決定された節点を地籍図根三角点とす
ることができる。

運用基準（節点等）第２０条
第２０条 基準点測量（補助基準点測量を除く。）により決定された節点を地籍図根三 角点とする場合には、
事前に国土地理院の意見を求めるものとする。
２ 地籍図根三角測量により決定された節点は、１次の地籍図根多角点とすることがで きるものとする。

地籍図根測量

地籍細部測量

地籍図根点（地籍調査作業規程準則第４３条）

令和７年度「地籍の匠・担い手講座」
「技術管理」テキストより一部引用

（一社）日本国土調査測量協会 東海地区事業委員会2025/07/11
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令和７年度「地籍の匠・担い手講座」
国土交通省テキストより引用

注意）準則第３８条 （同等以上の精度を有する基準点）
第１９条の２ 準則第３８条に規定する「同等以上の精度を有する基準点」とは、

測量法第４１条第１項の規定に基づく国土地理院長の審査を受け、十分な精度を有す
ると認められた基準点とする。

地籍調査作業規程準則運用基準第１９条の３ （使用可能な公共基準点等を明示）

一覧表にすると

審査結果
「本成果は、当該作業規程に定める精度を充分有するものである」



２級基準点 16ha÷22≒1点 ⇒ 2 点

３級基準点 16ha÷3.5－2     ≒   3 点

４級基準点 16ha÷0.2－2－3≒ 75 点

測量範囲

0.16 k㎡四等三角点

街区三角点

既設 １級基準点

新設 ２級基準点

新設 ３級基準点

基準点測量 平均計画例

(1)

(2)

Ⅳ

① ②

(1)

(2)

(3)

742024/9/25 （一社）岐阜県測量設計業協会 測量技術委員会



ＧＮＳＳ測量（Global Navigation Satellite System）
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人工衛星（ＧＰＳ衛星等）を用いて位置を決定します。

GPS（米国）、GLONASS（ロシア）、Ｇalileo（欧州連合）、QZSS（準天頂衛星システム 日本）

ＧＰＳ衛星等からの電波を受信し、位相データ等を記録する作業。

ＧＰＳ衛星等からの電波

Ｌ１周波数帯（Ｌ１帯）Ｌ２周波数帯（Ｌ２帯） Ｌ５周波数帯（Ｌ５帯）

基 線 解 析 計 算 （各基線ベクトルの３次元要素を求める計算）

観測点の幾何学的な位置関係を求める。

観測点の間を基線で結んでできる測地網の形状、大きさ、方向を３次元的に決める。

サイクルスリップ

衛星からの信号が何らかの理
由で受信できなくなり、搬送波
位相の整数部分の情報が失われ
てしまう。

（解析ソフトによる自動処理）

マルチパス（電波反射）

電波の反射は地上にある色々
な金属体や建物の壁で起こる。

但し、地面や水面の反射はほ
とんど影響されない。

スタティック法
（静的干渉測位） ＲＴＫ法

（動的干渉測位）



QZSS：準天頂衛星システム（日本）

準天頂衛星：みちびき

準天頂衛星
（ＱＺＳＳ）

ＧＰＳ補完・補強

静止軌道と同じ周期、軌道傾斜角４５°

日本付近で高仰角

内閣府ＨＰより
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参考 2.  地籍調査関係法令等（令和２年度～6年度）

番号 施行日 法律・法令番号 内容

① 令和2年3月31日 法律第１２号

土地基本法等の一部を改正する法律

・ 土地基本法

・ 国土調査促進特別措置法

・ 国土調査法

・ 不動産登記法

・ 地方自治法

② 令和2年6月30日
国土交通省令

第62号

地籍調査作業規程準則の一部を改正する省令

・ 登記官に対する協力の求め

・ 現地調査等の通知

・ 筆界表示杭の設置

・ 筆界の調査

③ 令和2年9月29日
国土交通省令

第79号

国土調査法施行規則等の一部を改正する省令

・ 地籍調査作業規程準則の一部を改正

・ 効率的手法導入推進基本調査作業規程準則一部改正

・ 被災地域境界基本調査作業規程準則一部改正

④ 令和6年6月28日
国土交通省令

第73号
国土調査法施行規則等の一部を改正する省令

・ 地籍調査作業規程準則の一部を改正
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参考 2.  地籍調査関係通達等（令和5～6年度）

番号 施行日 通知番号 内容

１ 令和5年6月16日国不籍第１３６号 地籍調査作業規定準則運用基準の一部改正

２ 令和5年6月19日国不籍第１４８号 「地籍調査事業工程管理及び検査規程細則」の一部改正について（通知）

３ 令和5年6月19日国不籍第１４９号
２項委託に係る街区境界調査における地籍調査事業工程管理及び検査規程細則について

（通知）

４ 令和5年6月19日国不籍第１５０号 地籍調査事業（街区境界調査）工程管理及び検査規程細則の一部改正（通知）

５ 令和5年6月19日国不籍第１５１号
２項委託に係る地籍調査事業（街区境界調査）工程管理及び検査規程細則の一部改正

（通知）

６ 令和5年6月19日国不籍第１５２号 地籍調査事業（航測法による地籍調査）工程管理及び検査規程細則の一部改正（通知）

７ 令和5年6月19日国不籍第１５３号
２項委託に係る地籍調査事業（航測法による地籍調査）工程管理及び検査規程細則の一部

改正（通知）

８ 令和6年1月26日法務省民第７４号 令和６年能登半島地震の災害復旧における境界標識の保存について（依頼）

９ 令和6年1月10日事務連絡
令和６年１月１日の能登半島地震の発生に伴い 基準点測量成果が公表停止となった地域に

おける 令和５年度地籍調査の実施について

１０ 令和6年2月15日事務連絡
令和６年１月１日の能登半島地震の発生に伴い 基準点測量成果が公表停止となった地域に

おける 令和５年度地籍調査の実施について（補足）

１１ 令和6年3月19日事務連絡 「街区境界調査の手引き」の改定について

１２ 令和6年4月24日国不籍第９４号 「地籍調査事業工程管理及び検査規程細則」の一部改正について（通知）

１３ 令和6年4月24日国不籍第９５号 「２項委託に係る地籍調査事業工程管理及び検査規程細則」の一部改正について（通知）

復元測量についての新設ほか

FⅡ-1工程 辺長検査

復元測量の具体的な方法ほか
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番号 施行日 通知番号 内容

１４ 令和6年4月24日国不籍第９６号 地籍調査事業（街区境界調査）工程管理及び検査規程細則の一部改正について（通知）

１５ 令和6年4月24日国不籍第９７号
２項委託に係る地籍調査事業（街区境界調査）工程管理及び検査規程細則の一部改正につ

いて（通知）

１６ 令和6年6月3日 国不籍第２３３号
地籍調査における介護保険事務に利用する目的で保有する所有者等関係情報の内部利用等

について（通知）

１７ 令和6年6月28日国不籍第２７０号 地籍調査作業規程準則の一部改正

１８ 令和6年6月28日国不籍第２８４号 地籍調査事業工程管理及び検査規程細則の一部改正について（通知）

１９ 令和6年6月28日国不籍第２８５号 ２項委託に係る地籍調査事業工程管理及び検査規程細則の一部改正について（通知）

２０ 令和6年6月28日国不籍第２８６号 地籍調査事業（街区境界調査）工程管理及び検査規程細則の一部改正について

２１ 令和6年6月28日国不籍第２８７号
２項委託に係る地籍調査事業（街区境界調査）工程管理及び検査規程細則の一部改正につ

いて（通知）

２２ 令和6年6月28日国不籍第２８８号 地籍調査事業（航測法による地籍調査）工程管理及び検査規程細則の一部改正（通知）

２３ 令和6年6月28日国不籍第２８９号
２項委託に係る地籍調査事業（航測法による地籍調査）工程管理及び検査規程細則の一部

改正（通知）

２４ 令和6年6月28日国不籍第３０７号
現地調査等の通知に無反応な土地の所有者等がいる場合における筆界の調査要領の作成に

ついて（通知）

２５ 令和6年8月19日事務連絡
令和6 年8 月8 日の日向灘を震源とする地震の発生に伴い 基準点測量成果が公表停止と

なった地域における 令和6 年度地籍調査の実施について

土地境界のみなし確認制度を新設ほか

16．所有者関係情報の追加

18．現地検査はオンライン等にて確認できる

参考 2.  地籍調査関係通達等（令和5～6年度）
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土地政策研修（地籍調査）について

皆様の参考になれば幸いです。

ご静聴ありがとうございました。

中部地区土地政策推進連携協議会

（一社）日本国土調査測量協会 東海地区事業委員会


